
  

 

 

ａ 調査の時点及び期間 

 

 調査の時点は、報告日現在とする。また、過去の実績等の調査対象期間は、報告され

た情報の作成日の前 1年間とするものとする。 

 

ｂ 基本情報の調査方法に係る共通的事項 

 

 調査は、当該情報の内容が確認できる記録等の書類や事業所内外の目視等により確認

するものとする。 

 

ｃ 運営情報の確認のための材料の調査方法に係る共通的事項 

 

① 調査は、運営情報の確認のための材料のうち、事業者が、当該材料がある旨報告し

た事項について行うものとする。 

 

② 確認のための材料の調査は、事業所が提示する当該材料の事実の有無を確認するも

のとする。この場合、調査員は、当該材料の内容に関する良し悪しの評価、改善指導等

を行わないものとする。 

 

③ 確認のための材料欄の記述において、「Ａ、Ｂ又はＣ」とある場合は、Ａ、Ｂ、Ｃ

のうちいずれか１つが確認できればよいものとし、「Ａ、Ｂ及びＣ」とある場合は、Ａ、

Ｂ、Ｃの全てが確認できなければならないものとする。 

 

④ 確認のための材料のうち、利用者ごとの記録等の事実確認に当たっては、当該記録

等の原本を１件確認することで足りるものとする。 

 

⑤ 確認のための材料については、紙、電子媒体等の形式は問わないものとする。 

 

⑥ 確認のための材料に記載している「利用者又はその家族」には、その代理人を含む

ものとして差し支えないものである。 

 

⑦ 運営情報に予め記載している確認のための材料の名称は、一般的に考えられるマニ

ュアル、実施記録等の名称を例示するものであり、各事業者における具体的な確認のた

めの材料の名称は異なって差し支えないものである。 

 

面接調査の方法 



  

⑧ 事業計画等当該公表に係る介護サービス事業所又は施設を運営する法人全体の方針

等に関わる確認のための材料については、介護サービス事業所又は施設の単独の資料が

なくとも、当該事業所又は施設に係る事業計画等であることが確認できれば差し支えな

いものである。 

 

⑨ 会議、研修会等の実施記録の確認に当たっては、少なくとも、当該会議等の題目、

開催日、出席者及び実施内容の概要を確認するものとする。 

 

⑩ 各種研修については、事業者が自ら実施するもの又は外部の研修へ参加させるもの

の別を問わないものである。 

 

    


